
 

訂正とお詫び 
（平成 27 年 月 日現在） 

 

 

【ＩＮＰＵＴ講座】のご受講をありがとうございます。 

 

さて、極テキスト（ＩＮＰＵＴ編）の記述につき、下記の箇所において訂正が判明致しました。 

誠に申し訳ございません。 

お手数とご迷惑をお掛け致しますが、お手元のテキストを修正していただけますように宜しく 

お願い致します。 

 

 

【民法Ⅰ】 

 

頁数 場所 誤 正 

89 最終行 過去問 5-17 削除 

92 
（４） 

過去問番号 
6-2～6-7 6-2～6-6 

 

【民法Ⅱ】 

 

頁数 場所 誤 正 

144 

（６）② 

枠内 

※２行目 
受任すべき 受忍すべき 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

【民法Ⅲ】 

 

頁数 場所 誤 正 

104 ④１行目 務者 債務者 

104 
④図の下 

⇒１行目 
Ｄに対し ＤはＡに対し 

36 ⑨ ２行目 
抵当権者の物上代位と賃借人

による相殺  
削 除 

 

 

【民法Ⅳ】 

 

頁数 場所 誤 正 

45 
１  

点線の下 
債務者から第三債務者への 主たる債務者の 

 

 



 

【商登法Ⅱ】 

 

頁数 場所 誤 正 

149 
②の上に挿

入 
下記文章 

150 

 

（２）① 

２行目 
責任免除 責任限定契約 

（２）③ 

１行目 

（２）①③ （426Ⅱ） （427Ⅲ） 

（２）③ 

２行目 
監査委員 削除 

 
平成 26 改正法の施行後も、社外取締役又は社外監査役に限り責任限定契約を締結すること

ができることとする場合において、改正法の施行前に定款にその旨の定めを置いていた株

式会社は、改正法施行後も、現在の定款を変更する必要はなく、これに関する変更登記の

申請も要しない。 

平成 26 改正法施行後に社外取締役以外の取締役（業務執行取締役等でない取締役に限る）

又は社外監査役以外の監査役との間で責任限定契約を締結するには、その旨を定める定款

変更が必要となり、これに基づく変更登記も必要となる（一問一答・平成 26 年改正会社法

Ｐ 118 参照）。 

                                           

経過措置 

責任限定契約に関する定款の定めに基づき、「社外取締役」「社外監査役」と 

して登記されたものは、施行日後もその任期中は当該登記を抹消する必要はない（会社法附則 22Ⅱ）。 

 

 

 

【刑法】 

頁数 場所 誤 正 

34 
③ 枠内 

１行目 
洗 面  洗 面 器  

80 （２）①表 
a 目的物を発見できな

かったので中止ｄ後

悔して中止 

○  

ａ後悔して中止 ○  

ｅ目的物を発見できな

かったので中止 
× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【憲法】 

頁数 場所 誤 正 

62 
５（３）  

 

Ｐ 60（１）（最判平 7.12.5）は削

除  
Ｐ 62 ５（３）に下記判例を挿入 

 

（３）待婚禁止期間（最判平 27.12.16） 
①民法７３３条１項の規定のうち１００日の再婚禁止期間を設ける部分は、憲法１４条１項、２４条２項

に違反しない。 

２ ４ 条 ２ 項  

配 偶 者 の 選 択 、 財 産 権 、 相 続 、 住 居 の 選 定 、 離 婚 並 び に 婚 姻 及 び 家 族 に 関 す る そ の 他 の 事 項 に 関 し て は 、 法 律 は 、 個 人 の 尊 厳

と 両 性 の 本 質 的 平 等 に 立 脚 し て 、 制 定 さ れ な け れ ば な ら な い 。  

 

②民法７３３条１項の規定のうち１００日を超えて再婚禁止期間を設ける部分は、平成２０年当時におい

て、憲法１４条１項、２４条２項に違反するに至っていた。 

※ 民 法 ７ ３ ３ 条 １ 項 の 立 法 目 的 は 、父 性 の 推 定 の 重 複 を 回 避 し 、も っ て 父 子 関 係 を め ぐ る 紛 争 の 発 生 を 未 然 に 防 ぐ こ と に あ り 、 

民 法 ７ ７ ２ 条 ２ 項 は 、「 婚 姻 の 成 立 の 日 か ら ２ ０ ０ 日 を 経 過 し た 後 又 は 婚 姻 の 解 消 若 し く は 取 消 し の 日 か ら ３ ０ ０ 日 以 内 に 生  

ま れ た 子 は 、 婚 姻 中 に 懐 胎 し た も の と 推 定 す る 。」 と 規 定 し て 、 出 産 の 時 期 か ら 逆 算 し て 懐 胎 の 時 期 を 推 定 し 、 そ の 結 果 、 婚  

姻 中 に 懐 胎 し た も の と 推 定 さ れ る 子 に つ い て 、 同 条 １ 項 が 「 妻 が 婚 姻 中 に 懐 胎 し た 子 は 、 夫 の 子 と 推 定 す る 。」 と 規 定 し て い  

る  

▼ そ う す る と  

女 性 の 再 婚 後 に 生 ま れ る 子 に つ い て は 、 計 算 上 １ ０ ０ 日 の 再 婚 禁 止 期 間 を 設 け る こ と に よ っ て 、 父 性 の 推 定 の 重 複 が 回 避 さ  

れ る こ と に な る  

▼  一 方  

夫 婦 間 の 子 が 嫡 出 子 と な る こ と は 婚 姻 に よ る 重 要 な 効 果 で あ る と こ ろ 、 嫡 出 子 に つ い て 出 産 の 時 期 を 起 点 と す る 明 確 で 画 一  

的 な 基 準 か ら 父 性 を 推 定 し 、 父 子 関 係 を 早 期 に 定 め て 子 の 身 分 関 係 の 法 的 安 定 を 図 る 仕 組 み が 設 け ら れ た 趣 旨 に 鑑 み れ ば 、  

父 性 の 推 定 の 重 複 を 避 け る た め 上 記 の １ ０ ０ 日 に つ い て 一 律 に 女 性 の 再 婚 を 制 約 す る こ と は 、 婚 姻 及 び 家 族 に 関 す る 事 項 に  

つ い て 国 会 に 認 め ら れ る 合 理 的 な 立 法 裁 量 の 範 囲 を 超 え る も の で は な く 、 上 記 立 法 目 的 と の 関 連 に お い て 合 理 性 を 有 す る も  

の と い う こ と が で き る  

▼ よ っ て  

本 件 規 定 の う ち １ ０ ０ 日 の 再 婚 禁 止 期 間 を 設 け る 部 分 は 、 憲 法 １ ４ 条 １ 項 に も 、 憲 法 ２ ４ 条 ２ 項 に も 違 反 す る も の で は な い  

                  ▼ こ れ に 対 し  

本 件 規 定 の う ち １ ０ ０ 日 超 過 部 分 に つ い て は 、 旧 民 法 ７ ６ ７ 条 １ 項 に お い て 再 婚 禁 止 期 間 が ６ 箇 月 と 定 め ら れ た 当 時 は 、 専  

門 家 で も 懐 胎 後 ６ 箇 月 程 度 経 た な い と 懐 胎 の 有 無 を 確 定 す る こ と が 困 難 で あ り 、 父 子 関 係 を 確 定 す る た め の 医 療 や 科 学 技 術  

も 未 発 達 で あ っ た 状 況 が あ っ た が 、 そ の 後 、 医 療 や 科 学 技 術 が 発 達 し た 今 日 に お い て は 、 再 婚 禁 止 期 間 を 厳 密 に 父 性 の 推 定  

が 重 複 す る こ と を 回 避 す る た め の 期 間 に 限 定 せ ず 、 一 定 の 期 間 の 幅 を 設 け る こ と を 正 当 化 す る こ と は 困 難 に な っ た と い わ ざ  

る を 得 ず 、 父 性 の 推 定 の 重 複 を 回 避 す る た め に 必 要 な 期 間 と い う こ と は で き な い   

 

（４）夫婦の氏 

 「夫婦は、婚姻の際に定めたところに従い、夫又は妻の氏を称する」と定める民法 750 条の規定は、憲

法 13 条・14 条 1項・24 条に違反しない（最判平 27.12.16） 

※ 民 法 ７ ５ ０ 条 の 規 定 は 、 夫 婦 が 夫 又 は 妻 の 氏 を 称 す る も の と し て お り 、 夫 婦 が い ず れ の 氏 を 称 す る か を 夫 婦 と な ろ う と  

す る 者 の 間 の 協 議 に 委 ね て い る の で あ っ て 、 そ の 文 言 上 性 別 に 基 づ く 法 的 な 差 別 的 取 扱 い を 定 め て い る わ け で は な く 、  

本 件 規 定 の 定 め る 夫 婦 同 氏 制 そ れ 自 体 に 男 女 間 の 形 式 的 な 不 平 等 が 存 在 す る わ け で は な い  

▼  ま た  

我 が 国 に お い て 、 夫 婦 と な ろ う と す る 者 の 間 の 個 々 の 協 議 の 結 果 と し て 夫 の 氏 を 選 択 す る 夫 婦 が 圧 倒 的 多 数 を 占 め る こ  

と が 認 め ら れ る と し て も 、 そ れ が 、 本 件 規 定 の 在 り 方 自 体 か ら 生 じ た 結 果 で あ る と い う こ と は で き な い   

▼  し た が っ て  

本 件 規 定 は 、 憲 法 １ ４ 条 １ 項 に 違 反 す る も の で は な い  



 

【不登法Ⅰ】 

 

頁数 場所 誤 正 

208 

（１） 

図の下 

Ｈ ２ ８ 改 正 － 新 規 定 は 、 平 成 ２ ８ 年 ９ 月 ５ 日 以 後

に 開 始 し た 相 続  

 

Ｈ ２ ５ 改 正 － 新 規 定 は 、 平 成 ２ ５ 年 ９ 月 ５ 日 以 後

に 開 始 し た 相 続  

 

２つ目の枠

内２行目 

平 成 １ ３ 年 ７ 月 １ 日 か ら 平 成 ２ ８ 年 ９ 月 ４ 日 ま

で の 間 に 生 じ た 相 続  

平 成 １ ３ 年 ７ 月 １ 日 か ら 平 成 ２ ５ 年 ９ 月 ４ 日 ま

で の 間 に 生 じ た 相 続  

 

 

【不登法Ⅱ】 

 

頁数 場所 誤 正 

68 
（１）点線

枠１行目 
記述精義 書式精義 

72 申請書 一 損害額 一 損害金 

82 
申請書及び

（１） 平成２９年７月１日から 

平成２７年６月３０日 

平成２９年７月１日から 

平成３０年６月３０日 
83 

申請書 

 
88 

平成２９年７月分から 

平成２７年６月分 

平成２９年７月分から 

平成３０年６月分 

104 平成２７年 平成３０年 

 

【不登法Ⅲ】 

頁数 場所 誤 正 

128 
※２ ｃ 

最終行 
上記の登記(｢根抵当権の取得の登記｣｢根抵当権

を目的とする権利の取得の登 

上記の登記(｢根抵当権の取得の登記｣｢根抵当権

を目的とする権利の取得の登記｣)がこれに該当

する 

220 
表の下 

（注２）イ 
平 成 ２ ８ 年 ６ 月 ３ ０ 日 ま で  平 成 ３ ４ 年 ６ 月 ３ ０ 日 ま で  

152 ⑥表２段目 外国人登録証明書 外国人住民票の写し 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【不動産登記法Ⅳ】 

頁数 場所 誤 正 

9 申請書 

Ｂ信託銀行 

        

Ｂ信託銀行株式会社 

（会社法人等番号 1234-56-78901

2） 

資格を証する情報 会社法人等番号 

23 （２）①表 解散命令 解任命令 

33 ⑦下 3行 
一の申請情報で・・・ 

・・・「信託登記」を申請することになる 
⑥ｃの最後に移動 

103 申請書 

抵当権者  大阪市北区波花町２

番７号 

  Ａ株式会社  
（会社法人等番号 1234-56-78901

2） 

抵当権者 大阪市北区波花町２

番７号 

Ａ株式会社 

権利者 大阪市港区築港一丁目１

番１号            Ａ株式会社

      

権利者 大阪市港区築港一丁目１

番１号            Ａ株式会社 

（会社法人等番号 1234-56-78901

2） 

147 １号書類③ 
住民基本台帳カード 

（住民基本○○○に限る） 
個人番号カード 

244 
表の下（注） 

４行目 
※技術的制約から、たまたま 

※技術的制約から、たまたま仮登記に類

する形式をとっているにすぎず、105 条

で規定する仮登記とは全くその性質を

異にする特別の登記 

271 

下のｄ ｄ       ｅ 

申請書 
登記の目的     

田中太郎持分全部所有権移転 

登記の目的 

田中太郎持分全部移転 

301 ⑦表ｂ 
ｂ所有権以外の権利についての

破産の登記 

ｂ所有権以外の権利を自己 

信託の対象とした場合にお 

ける当該権利が信託財産と 

なった旨の権利の変更の登 

記 

 

 

【民訴Ⅱ】 

頁数 場所 誤 正 

94 ③枠内 訴状上の抗弁 訴訟上の抗弁 

 

 

 

 

 



 

【供託・司法書士法】 

頁数 場所 誤 正 

83 
（４）例外 

ｃイ 

住民基本台帳カード 個人番号カード 

86 
印鑑証明書 

例外ｄ 

89 ⑤ｂ 

91 
印鑑証明書 

例外ｃ 

90 表１段目 市区町村 市区町村長 

 

171004 

 

【会社法Ⅰ】 

頁数 場所 誤 正 

129 
（９）①事前

開示 表 

 

ｄ効力発生日における 

発行済株式総数 

ｄ効力発生日における発行可能

株式総数 

139 （６）① （215Ⅱ） （215Ⅰ） 

 

 

【商業登記法Ⅰ】 

頁数 場所 誤 正 

66 
（９）①事前

開示 表 

 

ｄ効力発生日における 

発行済株式総数 

ｄ効力発生日における発行可能

株式総数 

139 （５）① （215Ⅱ） （215Ⅰ） 

 

171210 



171225 

訂正とお詫び 
 

 

 

【ＩＮＰＵＴ講座】のご受講をありがとうございます。 

 

さて、極テキスト（ＩＮＰＵＴ編）の記述につき、下記の箇所において訂正が判明致しました。 

誠に申し訳ございません。 

お手数とご迷惑をお掛け致しますが、お手元のテキストを修正していただけますように宜しく 

お願い致します。 

 

 

【商登法Ⅰ】 

頁数 場所 誤 正 

65 
（７）②⇒ 

２行目 
発行可能種類株式総数 発行可能株式総数 

 

【商登法Ⅱ】 

頁数 場所 誤 正 

151 
登記すべき事

項 
非業務執行取締役等との間に、 

取締役（業務執行取締役等であるもの

を除く。）及び監査役との間に、 

 

 

 


